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第４ 資料 

 

１ 調査票の調査結果    

※ 調査対象一覧は47ページ以降に掲載 

表１ 調査の標本とした契約の契約件数 

項目（n=115) 件数 構成比 

１件 99 86.1 

複数 16 13.9 

 

表２ 調査の標本とした契約の契約期間 

項目（n=115） 件数 構成比 

長期継続契約 4 3.5 

契約更新を前提とした単年度契約 93 80.9 

単年度契約 18 15.7 

債務負担行為による複数年契約 0 0 

 

表３ 調査の標本とした契約の契約年数 

項目（n=115） 件数 構成比 

1 年 15 13.0  

1 年超～3年以下 87 75.7  

3 年超～5年以下 9 7.8  

5 年超～9年以下 1 0.9  

9 年超～15 年以下 3 2.6  

 

表４ 調査の標本とした契約の概算経費 

項目（n=115） 件数 構成比 

500 万円以下 22 19.1  

500 万円超、1,000 万円以下 15 13.0  

1,000 万円超、5,000 万円以下 41 35.7  

5,000 万円超、1億円以下 16 13.9  

1 億円超、5億円以下 18 15.7  

5 億円超 3 2.6  
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表５ 調査の標本とした契約の年間契約高 

項目（n=115） 件数 構成比 

500 万円以下 23 20.0  

500 万円超、1,000 万円以下 15 13.0  

1,000 万円超、5,000 万円以下 43 37.4  

5,000 万円超、1億円以下 14 12.2  

1 億円超、5億円以下 17 14.8  

5 億円超 3 2.6  

 

表６ 調査の標本とした契約の委託料の支払方法 

項目（n=115） 件数 構成比 

単価契約 19 16.5 

総価契約 95 82.6 

一部単価契約・一部総価契約 1 0.9 

 

項目（n=115） 件数 構成比 

全て固定費 97 84.3 

全て精算費 13 11.3 

一部固定費・一部精算費 4 3.5 

その他 1 0.9 

 

項目（n=115） 件数 構成比 

前金払 0 0 

概算払 5 4.3 

中間払（月々、四半期など） 74 64.3 

履行後に一括支払 34 29.6 

その他 2 1.7 

 

表７ 調査の標本とした契約のプロポーザル方式の種類 

項目（n=115） 件数 構成比 

公募 115 100 

指名 0 0 
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表８ 調査の標本とした契約のプロポーザル方式の導入(開始)年度 

項目（n=115） 件数 構成比 

令和２年度 12 10.4  

平成２７年度～令和元年度 54 47.0  

平成２２年度～２６年度 31 27.0  

平成２１年度以前 18 15.7  

 

表９ 調査の標本とした契約の現在の受託者の受託開始年度 

項目（n=115） 件数 構成比 

令和２年度 19 16.5  

平成２７年度～令和元年度 59 51.3  

平成２２年度～２６年度 23 20.0  

平成２１年度以前 14 12.2  

 

表 10 この契約の対象業務はつぎのうちどれに該当するか（複数選択） 

項目（n=115） 件数 構成比 

高度な知識・経験を必要とする業務 57 49.6  

サービス等の提供を行う業務で提供に際して高度な専門

性や技術力および特に継続性・安定性を必要とする業務 
76 66.1  

高度な技術性、創造性、技術力、企画・開発力を必要と

する業務 
46 40.0  

前例が少なく専門的な実験または診断・分析を必要とす

る業務 
2 1.7  

その他プロポーザル方式により実施することが適当であ

る業務 
28 24.3  

わからない 0 0 

 

表 11 プロポーザル実施の目的または競争入札としない理由（回答を一部紹介）  

 本システムは、区職員のみならず、広く区民が利用するものである。このため、シス

テムの使いやすさや安定的な稼働などが、一層求められる。そこで、価格のみによる競

争によらず、提案システムの機能性・操作性、技術力、実績等を総合的に勘案して選定

する。 

 配偶者等の暴力に対する専門相談という業務の特性から、委託業者には高度な知識・

経験が求められる。 

 また、情報保護等の観点からも十分な実績があり、信頼のおける受託業者を選定する

必要がある。 
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 業務を円滑に遂行するためには、市民活動に対する支援のノウハウや、自治体と区民

の協働、ソーシャルビジネスに関する知識など、専門的な知識や企画力、経験等が必要

な事業であるため。 

 経費だけでなく、社会福祉に精通した職員の配置による相談機能の充実提案や介護予

防事業等の優れた提案、施設運営実績など総合的に勘案して受託事業者を選定する必要

があるため。 

 競争入札による事業者選定の場合、1年毎に事業者が変更するために講習会としての

質の向上に支障がある。 

3 年程度の継続性の基に事業の安定と質の向上を図る必要があり、また経費のみでな

く、企画力、実績等総合的に勘案した上で事業者を選定する必要があるため。 

 本施設の特色は、バラの香りの種類ごとに約 180 品種のバラを植栽している「バラの

香りを楽しむ庭」であること、バラの植栽方法として現在主流かつ人気のある、草花と

バラを一緒に植えたイングリッシュガーデンであることが挙げられる。ついては、一般

的な造園技術だけでなく、バラに関する専門的な知識・技術を有し、植栽の魅せ方に熟

知し、集客力のある展示や講座の実施ができる等、広範かつ高度な技術力および経験等

を総合的に勘案して業者選定を行う必要があるため。 

本業務は、区立図書館における区や地域の特色を生かした取組や事業展開の方向性を

検討する際の基礎資料となるものである。そのため、区立図書館の現状調査および各館

の課題・特色の整理にあたっては、図書館実務経験に基づく視点や、公共図書館の役割

や機能等の検討に係る業務受託実績等、専門的な知識が求められることから、価格のみ

の競争には適さない。 

現行の保育園の保育理念、保育目標、行事等を継承することを原則とし、保育園児お

よび保護者の視点に立ち、効率的で質の高い保育サービスを提供できる事業者を選定す

るため、プロポーザルを実施する。 

 

表 12 予定価格の見積方法（複数選択） 

項目（n=115） 件数 構成比 

当該事業者の見積りによる 98 85.2  

他事業者の見積りによる 58 50.4  

区独自に積算 22 19.1  

国・都の単価で積算 3 2.6  

他自治体の契約額 3 2.6  

前回の契約金額 24 20.9  

予算額による 41 35.7  

その他 5 4.3  
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表 13 募集要領の公表方法（複数選択） 

項目（n=115） 件数 構成比 

区のホームページ 115 100 

区(所管課等）の窓口 35 30.4  

その他 10 8.7  

 

表 14 募集要領の公表期間 

項目（n=115） 件数 構成比 

１か月以上 88 76.5  

３週間以上１か月未満 15 13.0  

３週間未満 12 10.4  

 

表 15 提案事業者を確保するために実施していること（複数選択） 

項目（n=115） 件数 構成比 

事業者に対する個別の働きかけ（案内送付等） 87 75.7  

公表する手段（媒体）の拡大 5 4.3  

その他 5 4.3  

 

表 16 募集要領においてつぎの事項を公表しているか。（複数選択） 

項目（n=115） 件数 構成比 

概算経費を公表している 107 93.0  

評価基準を公表している 110 95.7  

 

表 17 募集要領において参加資格として業務実績を求めているか。（複数選択） 

項目（n=115） 件数 構成比 

事業者の業務実績を求めている 113 98.3  

担当者の業務実績を求めている 35 30.4  

 

表 18 選定委員会の設置 

項目（n=115） 件数 構成比 

設置した 115 100 

設置しなかった 0 0 
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表 19 選定委員会の構成人数 

項目（n=115） 件数 構成比 

４人 37 32.2  

５人 54 47.0  

６人 10 8.7  

７人以上 14 12.2  

 

表 20 選定委員会における外部委員の参加状況 

項目（n=115） 件数 構成比 

参加あり(※) 11 9.6  

参加なし 104 90.4  

※ 学識経験者 8件、主任児童委員 2件、東京都福祉サービス第三者評価者、区立保

育園園長経験者、学校長、ねりま観光センター長、農業分野各 1件 

 

表 21 選定委員会の開催回数 

項目（n=115） 件数 構成比 

１回 12 10.4  

２回 54 47.0  

３回以上 49 42.6  

 

表 22 選定の際の専門家意見の聴取状況 

項目（n=115） 件数 構成比 

聴取あり(※) 36 31.3  

聴取なし 79 68.7  

※ 税理士による経営診断 31 件、中小企業診断士による経営診断 1件、CIO 補佐官 3

件、農業分野 1件 
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表 23 プロポーザルの実施状況 

 項目 

（ｎ＝114） 
１者 ２者 ３者 ４者 

５者 

以上 

１次

審査 

省略 

１次 

審査

なし 

応募した 

事業者数 

回答件数 29 24 25 13 23  ― ―  

構成比 25.4 21.1 21.9 11.4 20.2  ― ―  

１次審査を実施

した事業者数 

回答件数 35 23 15 11 14 10 6 

構成比 30.7 20.2 13.2 9.6 12.3 8.8 5.3 

１次審査を通過

した事業者数 

回答件数 41 26 27 9 5  ― 6 

構成比 36.0  22.8 23.7 7.9 4.4  ― 5.3 

２次審査を実施

した事業者数 

回答件数 48 26 23 10 7  ― ―  

構成比 42.1 22.8 20.2 8.8 6.1  ― ―  

 

表 24 選定過程において辞退した事業者から理由を聴取したか。 

項目（n=115） 件数 構成比 

聴取した 27 23.5  

特に聴取はしなかった 6 5.2  

辞退はなかった 82 71.3  

 

表 25 辞退理由の聴取方法（複数選択） 

項目（n=27） 件数 構成比 

書面提出 27 100  

口頭説明 6 22.2  

 

表 26 事業者１者当たりの実施時間 

 項目 

（n=115） 
15 分未満 

15 分以上 

30 分未満 

30 分以上 

45 分未満 
45 分以上 

プレゼンテーション 18 91 6 0 

ヒアリング 39 74 2 0 

 

表 27 評価基準において経理用地課が提示する標準例の評価項目は含まれている  

か。 

項目（n=115） 件数 構成比 

全て含まれている 50 43.5  

一部含まれている 65 56.5  

含まれていない 0 0 
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表 28 評価基準において所管課独自の評価項目を設けているか。 

項目（n=115） 件数 構成比 

設けている 79 68.7  

設けていない 36 31.3  

 

表 29 所管課独自の評価項目の内容(回答を一部紹介) 

 提案の将来性（Wi-Fi 整備の有効性を活かした活用事例があるか、Wi-Fi の最新の

技術動向の知見に優れているか） 

 業務従事者に対するフォロー、研修体制が整っているか。業務遂行に対する危機管

理体制が整っているか。 

 ①高齢者の社会参加を支援する拠点としての取組、②介護予防・認知症予防・健康

づくりを支援する拠点としての取組、③高齢者の生涯学習を支援する拠点としての取

組、④元気高齢者のマンパワーを支援する拠点としての取組、⑤近隣施設と連携して

の取組、⑥区民と協働しての取組、⑦その他独自の提案 

 個人情報の管理：個人情報の管理体制、漏えいを防ぐ工夫（特定個人情報を含む） 

 区がシステムに対して求める機能要件を 220 項目列挙し、それぞれについて「パッ

ケージの標準機能」、「カスタマイズ（機能追加や変更）」、「代替案（利用・運用

上の工夫）」、「対応不可」のどの方法で実現できるか、回答させ、技術点の評価と

した。 

 現地調査・現地視察時の保育園の状況、園長候補者等ヒアリング時の評価 

 

表 30 評価基準における見積価格の配点（200 点満点換算） 

項目（n=115） 件数 構成比 

なし 0 0 

10 点未満 7 6.1  

10 点以上 20 点未満 44 38.3  

20 点以上 64 55.7  

 

表 31 見積価格の妥当性をどのように評価しているか。（回答を一部紹介） 

・見積金額をもとに、標準偏差方式により価格点を採点する。 

・見積金額が概算経費を超える場合は失格とする。 

・見積金額が概算経費の６割を下回る場合については、価格点を０点とする。 

 基準価格方式を採用する。RFI で調査した見積額を参考に予定額を決めてその額と

同額であった場合には、基礎点の 10 点とし、予定額の 5割を満点の 40点とする。予

定額の 5割を下回る見積金額を入れた場合は最低制限価格未満のため失格とする。予 
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定額から予定額の 5割までの間は、見積金額が安くなるほど比例して得点が高くなる

仕組みとする。 

 概算経費の 90％以上から 92％未満を最高得点（20 点）とする山なりの配点 

 

表 32 選定結果を公表しているか。 

項目（n=115） 件数 構成比 

公表している 78 67.8  

公表していない 37 32.2  

 

表 33 プロポーザル実施に当たって経理用地課長に事前協議をしているか。 

項目（n=115） 件数 構成比 

あり 115 100 

なし 0 0 

 

表 34 契約審査委員会に付議し、承認を得ているか。 

項目（n=115） 件数 構成比 

承認を得た 47 40.9  

承認を得なかった 68 59.1  

 

表 35 事業者の提案内容を踏まえて仕様の内容の調整をしているか。 

項目（n=115） 件数 構成比 

調整した 50 43.5  

調整しなかった 65 56.5  

 

表 36 事業開始後に当初契約から変更が生じたことがあるか。 

項目（n=115） 件数 構成比 

生じたことがあった 33 28.7  

生じなかった 82 71.3  

 

表 37 契約更新に当たり、契約初年度と次年度以降の契約金額に変動が生じたこ

とがあるか。 

項目（n=115） 件数 構成比 

生じたことがあった 73 63.5  

生じなかった 23 20.0  

非該当(単年度のみの契約、契約更新実績なし） 19 16.5  
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表 38 変動が生じた場合、初年度契約金額に対してどのくらい変動したか。(複

数選択) 

 

（n=73） 
5％以内 10％以内 20％以内 20％超 計 構成比 

増額 23 9 11 15 58 79.5 

減額 9 7 4 10 30 41.1 

※ 増額と減額がそれぞれ生じている場合は、それぞれ変動幅を選択 

※ 増額または減額が過去に複数回生じている場合は変動幅が最も大きかったものを

選択 

 

表 39 履行状況の確認方法（複数選択） 

項目（n=115） 件数 構成比 

書面確認（従事者名簿・資格証明書・完了報告などの提

出書類による） 
114 99.1  

現地確認（職員が履行現場で人の配置や帳簿、書類の保

管状況などを目視することによる） 
69 60.0  

口頭確認（事業者から口頭報告のみによる） 48 41.7  

その他 21 18.3  

 

表 40 履行状況の確認時期（複数選択） 

項目（n=115） 件数 構成比 

履行完了時 87 75.7  

中間(月ごと） 78 67.8  

中間(四半期ごと） 15 13.0  

その他 24 20.9  

 

表 41 プレゼンテーションにおける提案内容の履行状況 

項目（n=115） 件数 構成比 

全て履行された 78 67.8  

ほぼ履行された 30 26.1  

一部履行されなかった 7 6.1  
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表 42 履行状況の評価（モニタリング）の実施状況 

項目（n=115） 件数 構成比 

行った、または当該契約の更新時に行ったことがある 104 90.4  

契約更新を前提としない単年度契約のため行わなかった 6 5.2  

その他の理由で行わなかった 5 4.3  

 

表 43 履行状況の評価（モニタリング）の実施方法 

項目（n=104） 件数 構成比 

評価委員会による 32 30.8  

所管課による評価 72 69.2  

 

表 44 履行状況の評価（モニタリング）の実施時期 

項目（n=104） 件数 構成比 

契約期間中の毎年度 50 48.1  

契約最終年度を除く毎年度 52 50.0  

その他 2 1.9  

 

表 45 履行状況の評価（モニタリング）の結果、要改善評価となったことがある

か。 

項目（n=104） 件数 構成比 

あった 4 3.8  

なかった 99 95.2  

不明 1 1.0  

 

表 46 要改善評価となった場合に、改善指示を行ったか。 

項目（n=4) 件数 構成比 

行った 4 100  

行わなかった 0 0 

 

表 47 改善指示を行った結果、改善が見られたか。 

項目（n=4) 件数 構成比 

改善した 4 100 

一部改善した 0 0 

改善が確認できなかった 0 0 

 

  



44 

 

表 48 モニタリングの実施（評価）結果を活用しているか。（複数選択） 

項目 

（n＝104） 

大いに活

用した 

一部活用

した 

あまり活

用しなか

った 

全く活用

しなかっ

た 

非該当

(無回答

含む) 

事業者情報としての履行状況評価 22 35 22 13 12 

契約に係る仕様書の見直し 9 47 23 14 11 

事業実施内容の見直し 9 40 28 16 11 

事業者選定の評価基準の見直し 8 29 33 22 12 

予定価格の算定 7 25 33 27 12 

募集要領の見直し 6 31 29 26 12 

件数計 61 207 168 118 70 

構成比 9.8 33.2 26.9 18.9 11.2 

 

表 49 プロポーザル方式による事業者選定において想定した成果はあったか。 

項目（n=115） 件数 構成比 

大いにあった 82 71.3  

まああった 32 27.8  

あまりなかった 1 0.9  

全くなかった 0 0 

 

表 50 契約の今後の予定または方向性 

項目（n=115） 件数 構成比 

事業継続かつプロポーザル方式による選定継続 90 78.3  

事業継続だが、他の契約方法に移行 11 9.6  

事業終了 10 8.7  

民営化(検討を含む） 0 0 

その他（※） 4 3.5  

※ 指定管理、事業継続かつ民営化の検討、契約終了、保守運用のみ別途契約 
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表 51 実務担当者から見て課題があると感じたことがあるか。（複数選択） 

項目（n=115） 件数 構成比 

提案事業者の確保 52 45.2  

選定委員の選任 6 5.2  

提案内容(プレゼンテーション）の評価 9 7.8  

評価基準の設定 21 18.3  

価格の妥当性 20 17.4  

履行状況の評価 7 6.1  

その他（事業の安定性・継続性） 1 0.9  

※ 項目全ての回答で課題なし、または不明を選択したもの 32件あり 

 

表 52 課題に対して、何か工夫をしたことがあるか。 

項目（n=83） 件数 構成比 

あった 36 43.4  

特になかった 47 56.6  

 

表 53 工夫した理由（目的）と工夫した内容（回答を一部紹介） 

工夫した理由(目的） 工夫した内容 

 現行事業者だけでなく、広く提案事

業者を募る事で、各社の提案を技術的

および価格面で評価したうえで、対災

害性の高いネットワークを実現するた

め 

 RFI の実施に際しては、大手事業者を中心に

提案書を送付すると共に、営業で来た区と契約

関係の無い事業者へも参加を打診した。RFI へ

参加した事業者へは、提案の方向性を説明し、

事業者からの提案内容を確認する事で、区が要

望する提案となるようにした。 

 多くの事業者が参加することで、運

行における高度な専門性や技術力等の

総合的な比較に基づき、より安全・安

心な良質なサービスの提供ができる事

業者の選定が可能となると考えている

ため 

 委託事業者の募集にあたって、多くの事業者

の参加を図るため、東京電子自治体共同運営に

「自動車運転代行」として登録されている事業

者のうち、共同格付が Aまたは B、かつ官公庁

での実績がある事業者に対して、募集にかかる

通知を送付した。 

 提案事業者を複数確保するため  次期のプロポーザル実施前に、別業務での委

託実績のある複数の事業者から他自治体にお

ける同様の業務の受託状況や大まかな仕様を

提示してのヒアリングを行った。 

 事業者の安定性・継続性を適正に判

断するため 

 他部署へのヒアリング実施 
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 優良な事業者を確保するため  事業者の応募資格要件について、認可保育所

を運営している地域を１都３県から１都６県に

拡大した。 

 

表 54 複数の契約案件がある場合のプロポーザルの実施方法 

項目（n=16） 件数 構成比 

契約案件ごとに個別実施 8 50.0  

一括して実施 8 50.0  

その他の方法で実施 0 0 
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２ 調査票調査の対象一覧   

 

部 課 契約名 

区長室 広聴広報課 「練馬区わたしの便利帳（令和２年度更新版）」発

行業務委託 

令和２年度ねりま区報制作・編集業務委託（単価契

約） 

令和２年度ねりまちレポーターシステムの利用 

企画部 情報政策課 令和２年度練馬区総合情報化顧問（ＣＩＯ補佐官）

および最高情報セキュリティアドバイザー業務委託 

練馬区ＲＰＡ導入業務委託 

令和２年度練馬区無料公衆無線 LAN 運用保守委託 

令和２年度練馬区フィールドサポート業務委託 

令和２年度ネットワーク回線の利用 

練馬区内部情報系システムの構築等の委託 

危機管理室 区民防災課 令和２年度地域別防災マップの作成および発災対応

型訓練運営支援業務委託 

ねりま防災カレッジ事業カリキュラム等運営業務委

託 

総務部 総務課 練馬区役所等清掃および庁舎案内業務委託 

練馬区役所等警備・駐車場業務および休日・夜間受

付業務委託 

練馬区役所代表電話受付センター構築業務委託 

練馬区民事務所窓口カウンター等改修業務委託 

経理用地課 練馬区車両運行管理委託（単価契約） 

人権・男女共

同参画課 

令和２年度練馬区配偶者等の暴力に対する専門相談

業務等委託（単価契約） 

令和２年度練馬区男女共同参画に係る相談業務（総

合相談・心の相談）委託（単価契約） 

人事戦略担当部 職員課 正規職員欠員補充に係る人材派遣（単価契約） 
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人事戦略担当部 職員課 令和２年度職員給与および福利厚生事務の一部業務

委託 

人材育成課 令和２年度新規採用職員研修等の実施委託 

区民部 

 

戸籍住民課 令和２年度練馬区区民事務所フロア案内・住民記録

入力等業務委託 

令和２年度窓口情報提供システム保守委託 

練馬区個人番号カード交付支援等業務委託 

光が丘区民センター総合管理業務委託 

区民事務所担

当課 

令和２年度練馬区申請書一括作成システム導入業務

委託 

税務課 特別区民税・都民税証明書交付および軽自動車税課

税事務等委託 

収納課 特別区民税・都民税、軽自動車税および練馬区債権

の納付案内業務等の委託 

国民健康保険料滞納整理業務等委託 

国保年金課 練馬区国民健康保険および後期高齢者医療制度窓

口受付事務等業務委託 

練馬区糖尿病重症化予防業務委託（単価契約） 

産業経済部 商工観光課 令和２年度練馬まつり・照姫まつり事務局業務委託 

都市農業担当部 都市農業課 令和２年度練馬区農の学校事業運営委託 

地域文化部 地域振興課 ねりまワールドフェスティバル企画運営業務委託 

協働推進課 令和２年度地域おこしプロジェクト運営業務委託 

文化・生涯学

習課 

令和２年度アニメと教育の連携事業業務委託 

練馬区立生涯学習センター講座運営支援等業務委

託 

福祉部 

 

 

 

 

管理課 

 

 

 

 

練馬区福祉情報システム再構築支援業務委託 

令和２年度地域福祉情報紙の作成・発行業務委託 

つながるカレッジねりま（福祉分野）業務委託 

練馬区福祉のまちづくり協働推進事業業務委託 
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福祉部 管理課 練馬区バリアフリーマップ公開ホームページ作成業

務等委託 

障害者サービ

ス調整担当課 

令和２年度練馬区立心身障害者福祉センター障害

者通所事業等運営業務委託 

令和２年度練馬区立こども発達支援センター通所訓

練事業等業務委託 

生活福祉課 生活保護受給世帯に対する「居宅生活支援事業」の

業務委託 

生活保護受給世帯等に対する「子どもの居場所づく

り支援事業」の業務委託 

「就労サポート事業」および「就労準備支援事業」

業務委託 

令和２年度ひとり親家庭向けベビーシッター派遣事

業委託（単価契約） 

令和２年度ひとり親家庭向け訪問型学習支援事業委

託 

令和２年度ひとり親家庭支援事業委託 

高齢施策担当部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢社会対策

課 

 

令和２年度練馬区立敬老館運営業務委託 

令和２年度練馬区介護従事者養成研修等業務委託 

令和２年度「高齢者福祉施設整備促進のための土地

活用個別相談」事業の運営委託 

令和２年度高齢者いきいき健康事業に係る業務委託 

令和２年度練馬区シニア職場体験事業業務委託 

令和２年度練馬区介護予防把握事業（はつらつシニ

アクラブ）の委託（単価契約） 

練馬区高齢者筋力向上トレーニング事業委託（単価

契約） 

練馬区足腰しゃっきりトレーニング教室（室内運動）

事業委託 

練馬区いきがいデイサービス事業委託（単価契約） 

高齢者支援課 

 

 

令和２年度地域包括支援センター運営業務委託 

令和２年度地域包括支援センターシステム機器等の

保守委託 



50 

 

高齢施策担当部 高齢者支援課 令和２年度練馬区ひとり暮らし高齢者等実態調査事

業業務委託 

介護保険課 練馬区介護保険認定等業務委託 

練馬区要介護認定等業務準備委託 

健康部 健康推進課 練馬区北保健相談所ほか複合施設管理業務委託 

令和２年度練馬区産後ケア事業業務委託ショートス

テイ（単価契約） 

令和２年度練馬区産後ケア事業業務委託（単価契

約） 

妊娠・育児応援品贈呈業務委託（単価契約） 

「ねりま子育て応援ハンドブック」作成業務委託 

令和２年度練馬区ロコモティブシンドロームトレー

ニング講習会実施委託（単価契約） 

練馬健康管理アプリ運用保守等業務委託 

保健予防課 令和２年度練馬区予防接種・各種医療費助成に係る

電話・窓口受付等業務委託 

令和２年度練馬区自立支援医療費（精神通院）・精

神障害者保健福祉手帳等に係る窓口受付等業務委

託 

地域医療担当部 地域医療課 令和２年度練馬区在宅療養推進事業企画・運営支援

業務の委託 

環境部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境課 EMS 報告電算システム保守サポート委託 

練馬区再生可能エネルギー・省エネルギー設備設置

補助事業窓口業務等委託 

令和２年度エコライフチェック事業運営補助等委託 

みどり推進課 

 

 

 

 

 

令和２年度練馬みどりの葉っぴい基金広報業務委託 

令和２年度練馬区立中里郷土の森緑地運営業務委

託 

令和２年度練馬区立こどもの森緑地運営業務委託 

四季の香ローズガーデン管理等委託 

牧野記念庭園記念館運営委託 
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環境部 

 

清掃リサイク

ル課 

 

令和２年度し尿収集・運搬・搬入作業業務委託 

令和２年度練馬区立施設廃棄物収集運搬委託（単価

契約） 

令和２年度粗大ごみ受付業務委託および関連システ

ムの運用・保守業務委託 

令和２年度練馬区資源・ごみ分別アプリ運用・保守

業務委託 

都市整備部 東部地域まち

づくり課 

放射３５号線沿道まちづくりおよび放射３６号線沿

道まちづくり推進業務委託 

新宿線・外環

沿線まちづく

り課 

上石神井駅周辺地区まちづくり推進業務支援委託 

大江戸線延伸

推進課 

（仮称）大泉学園町駅予定地周辺まちづくり推進業

務支援委託 

建築課 練馬区福祉のまちづくり推進条例施設整備マニュア

ル改訂補助業務委託 

土木部 道路公園課 路面下空洞調査委託 

計画課 都市計画道路の整備に向けた大泉学園駅南側地区ま

ちづくり検討委託 

教育振興部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育総務課 練馬区学校用務業務委託 

保健給食課 練馬区学校給食調理業務委託 

教育指導課 令和２年度練馬区立学校図書館の運営業務委託 

令和２年度練馬区立小学校外国語指導助手（ＡＬ

Ｔ）派遣（単価契約） 

令和２年度練馬区立中学校外国語指導助手（ＡＬ

Ｔ）派遣（単価契約） 

練馬区学校教職員出退勤管理システムの導入に関す

る作業委託 

学校教育支援 

センター 

 

 

 

学習支援事業業務委託 

居場所支援事業業務委託 

適応指導教室機能強化事業委託 

適応指導教室トライ学習支援等業務委託（本委託） 
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教育振興部 学校教育支援 

センター 

タブレット活用型不登校児童・生徒学習支援サポー

ト事業委託 

令和２年度いじめ対応アプリ業務委託 

光が丘図書館 （仮称）これからの図書館構想策定支援業務委託 

令和２年度練馬区学校図書館蔵書管理システム構築

業務委託 

こども家庭部 

 

子育て支援課 子ども医療費等助成事務および児童手当等支給事務

の一部業務委託 

令和２年度ねりまキッズ安心メール事業運営業務委

託 

練馬区立学童クラブ運営業務委託 

練馬区ねりっこクラブ運営業務委託 

保育課 令和２年度保育課入園等事務の一部業務委託 

練馬区３歳児１年保育バス運行委託 

保育計画調整

課 

練馬区立保育園の運営業務委託 

練馬子ども家

庭支援センタ

ー 

令和２年度練馬区外遊び型子育てのひろば事業業務

委託 

子育て支援事業の業務委託（単価契約） 

 

 

３ プロポーザル方式による事業者選定実施方針  

   

別紙のとおり 
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平成25年３月13日  

総務部経理用地課  

 

プロポーザル方式による事業者選定 実施方針（第二版） 

 

１ 趣旨 

練馬区が発注する案件については、競争入札により、受注者を決定するのが原則であ

る。 

一方、高度な専門性を必要とするものなど、価格のみによる競争では不充分な案件、

または馴染まない案件について、事業者の提案を、企画力、技術力、実績等の点から評

価し選定する「プロポーザル方式」により、受注者を決定している。 

今般、平成19年７月31日に定めた本実施方針について、現在の運用状況等を鑑み、基

本的な考え方および方針を以下のとおり改める。 

 

２ 対象業務 

対象業務はつぎに掲げる業務委託とする。 

① 高度な知識・経験を必要とする業務  

例）都市計画調査、意向調査、工事基本計画、工事基本設計 等 

② サービス等の提供を行う業務で、提供に際して高度な専門性や技術力および特に

継続性・安定性を必要とする業務 

例）窓口業務、保育園・学童クラブの運営 等 

③ 高度な芸術性、創造性、技術力、企画・開発力を必要とする業務  

例）広報用動画作成、展覧会企画、情報システム開発 等 

④ 前例が少なく専門的な実験または診断・分析を必要とする業務  

⑤ その他プロポーザル方式により実施することが適当な業務  

 

３ プロポーザル方式の種類 

原則として、公募により提案事業者を募って選定する「公募型」で実施する。 

ただし、公募により提案事業者を募ることができない場合、提案事業者を指名して

選定する「指名型」で実施することができる。 

 

４ 選定委員会の構成員 

選定委員会は、部長級以上の委員を長とする４名以上の関係部課長等により構成する。 

なお、必要に応じて、区外部の専門家などを構成員に加えることができる。 

 

５ 概算経費の事前公表 

提案者にあらかじめ経費規模を伝える必要のある案件については、概算経費を事前公

別紙 
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表することができる。 

 

６ 契約期間 

プロポーザル方式による事業者選定により、契約できる期間はつぎのとおりとする。 

⑴ 長期継続契約対象案件 

「練馬区長期継続契約運用方針」（平成19年１月16日）により、長期継続契約の対

象となる案件については、当該方針に記載の契約期間（３年間または５年間）を上限

とし、長期継続契約を締結することができる。 

⑵ その他の案件 

毎年度プロポーザル選定を実施することによる事務処理負担および業務の安定性を

考慮し、当初のプロポーザル選定による事業者との引き続きの契約の更新は、２回ま

で可（初年度を含めて３年間）とする。 

 

７ 提案評価基準および評価点 

原則として、別紙「プロポーザルにおける評価基準（標準例）」のとおりとする。 

※今回の見直しにおいて、評価項目に①区内本店、②区民雇用・区内事業者の活用、

③その他（地域貢献等）を加えた。 

なお、各課において独自に評価基準および評価点を定めることを可とする。ただし、

見積価格の評価、区内事業者の活用等、別紙「プロポーザルにおける評価基準（標準例）」

の趣旨を踏まえて作成すること。 

 

８ 選定・契約の手順 

⑴ 経理用地課長への事前協議 

プロポーザル方式による業者選定を実施する場合は、概算経費の額に関わらず、あ

らかじめ経理用地課長に協議する。プロポーザルチェックリストを作成し、起案に添

付すること。 

なお、概算経費が3,000万円以上の場合は、練馬区指名業者選定委員会（※）への

付議が必要なため、当該委員会での承認後でないと、公募・指名ができないので、注

意すること。 

※月１～２回開催。開催日程は経理用地課契約係の部門フォルダに掲載。委員会の開

催日１週間前に経理用地課契約係へ起案の持ち込みが必要となる。 

⑵ 選定手続き 

① 公募型 

ア 周知期間および企画書策定期間の設定 

対象業務に応じて、適当な周知・募集および企画書策定期間を設定する。原

則として１か月以上。 

イ 手続きの公表 
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ホームページ（※）、所管課窓口等に募集要領を掲示し、提案希望者を公募

する。必要に応じて区報への掲載、報道機関への情報提供を行う。 

※ホームページの掲載場所については、事業者への周知を容易にするため、つぎの

場所に掲載すること。 

「暮らしのガイド＞事業者向け＞お知らせ一覧（事業者向け）」 

ウ 募集要領の交付 

提案希望者に対し、業務の詳細、要求水準、提案方法等を記載した募集要領

を交付する。 

エ 提案書の受領 

提案希望者から、提案書を受領する。 

オ 提案事業者の資格確認 

提案事業者の資格を確認する。 

② 指名型 

ア 指名する提案事業者の資格確認 

予め指名する事業者の資格確認を行う。 

イ 提案事業者の指名 

選定委員会を開催し、提案事業者（原則として４社以上）を指名する。 

ウ 募集要領の交付 

指名した提案事業者に対し、業務の詳細、要求水準、提案方法等を記載した

募集要領を交付する。 

⑶ 一次審査 

選定委員会を開催し、提案書等により審査を行い、二次審査に進む事業者を選定す

る。 

⑷ 二次審査 

選定委員会を開催し、提案書等を基に事業者のプレゼンテーションを受けるととも

に、ヒアリング（質疑応答）による審査を行う。 

⑸ 提案の採否の決定 

選定委員会において一次・二次審査の評価を基に提案の採否を決定し、事業者に通

知する。 

※公募・指名前に指名業者選定委員会に付議をした案件については、提案の採否の決

定後、指名業者選定委員会へ報告した上で、事業者へ採否の通知を行うこと。 

⑹ 審査評価結果の通知（または提示） 

提案事業者の要請に応じて、当該事業者の審査評価結果を通知または提示する。 

 ⑺ 仕様の調整 

事業者からの提案内容を考慮し、必要に応じて、仕様内容を調整する。 

⑻ 契約締結 

予定価格50万円超の場合は経理用地課契約係へ契約締結請求を行う。 
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予定価格50万円以下の場合は、各課で契約を行う。 

起案にはプロポーザルの結果がわかるよう、採点表等を添付するとともに、業者指

定理由書に「プロポーザル方式による契約であること」および「予定契約期間」を記

載し、経理用地課長協議を行うこと。 

なお、通常、予定価格3,000万円以上の随意契約案件については、指名業者選定委

員会への付議が必要であるが、⑸で付議をしている場合、この時点での付議は不要で

ある。 

⑼ 選定結果の公表 

⑵で開設したホームページにおいて、契約締結後に選定結果を掲載する。 

※公表における掲載項目は、原則として契約締結事業者名のみとし、採点内容を公表

する場合には、契約締結事業者以外は名称を伏せるなどの配慮をすること。 

⑽ 情報公開 

本件事業者選定情報（提出書類を含む。）は、練馬区情報公開条例（平成13年10月

練馬区条例第61号）に規定する公文書に該当するものであり、情報公開に際しては、

「プロポーザル方式による事業者選定情報に係る情報公開基準」に基づき取扱うもの

とする。 

 

９ 履行内容の確認（モニタリング） 

プロポーザル方式により契約の締結を行った案件について、６⑵に掲げる引き続きの

契約の更新の対象となる場合は、履行状況の評価を行うものとする。 

別紙「モニタリングチェックシート」（各課において独自に作成した書式でも可）を

参考に履行状況の評価を行い、総合評価が「優良」または「良好」である場合は、引き

続きの契約の更新を行うことができるものとする。 

モニタリングに基づき契約の更新を行う場合、モニタリングチェックシートを業者指

定理由書に添付すること。 

評価方法の例示については、つぎのとおり。 

① 評価委員会を構成し評価する方法 

指名業者選定委員会に付議を要する案件（予定価格3,000万円以上）については、

評価委員会による評価の方法を原則とする。 

事業者の履行内容を評価するための委員会を構成し、評価を行う。評価委員の構成

については、「４ 選定委員会の構成員」を参考にすること。 

② 課長が評価を行う方法 

    担当者が作成したモニタリングチェックシートを参考に、所管課長が評価を行う。 

モニタリングチェックシートの作成に当たっては、複数の職員で確認を行うなど、恣

意的な評価にならないよう、注意すること。                       

 

10 適用関係 
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この方針は、原則、平成25年４月１日以降に実施するプロポーザル方式による業者選

定から適用する。 

ただし、同日前に実施したプロポーザル方式による業者選定により随意契約の更新をする

場合についても、可能な限りモニタリングを行い、履行状況の評価を行うものとする。 

 

 


